
「情報大航海プロジェクト」活動報告

～情報の活用によるイノベーション創出を目指して～

平成２０年１月３０日

経済産業省商務情報政策局

情報処理振興課
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１．背景・問題意識

○ IT化の進展に伴い、現在、世界中において、情報量の「爆発」が起こっている状況。Web上のデジタル情
報にとどまらず、社会活動のあらゆる場面において、情報の「創出」・「蓄積」が起こっている。

○ 社会に大量に溢れる様々なデータや画像等の情報の中から、災害などの緊急事態や医療など国民の
福祉の高度化などに必要な対策を即時に講じるために必要となる情報やデータを的確に検索・解析するこ
とを可能とする次世代型の高度な検索・解析技術の開発を集中的に進める。

2002 3.4～5.6エクサバイト

位置情報
どこにいるか/あるか、
どこから来たか

スイカ 自動車 ケータイ
電子ﾀｸﾞ

視聴覚情報
いつ、誰が、何を視聴したか

ケータイＰＣＴＶ

購買履歴情報
いつ、誰が、どこで何を買ったか

ケータイ電子ﾏﾈｰｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

健康管理情報
過去の診断記録、
健康情報など

ﾍﾙｽﾒｰﾀｰ 社内食堂電子ｶﾙﾃ

（出所）文部科学省
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/08/05083006/002/014.pdf

あらゆる社会活動において、情報の「創出」・「蓄積」が加速化
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・「次世代検索・解析技術」を用いた、先進的な
事業の実証・展開

次世代技術の実証

・「次世代検索・解析技術」の開発
・技術をオープンにする仕組み、知的財産
の「共同管理組合」制度の構築

技術
・プライバシー、著作権を始めとする制度的
課題について、法改正やルール整備等の所
要の手当てを処置

制度・環境

情報の活用によるイノベーションが
自律的に創出されるメカニズムの確立

産業の活性化・競争力強化の実現

次世代技術に係る事業の成功をトリガーに、「制度・環境」の更なる成熟、「技術」の更なる発展を喚起し、
より先進的な公的活動を含む事業への創出へつながるイノベーション創出メカニズムを確立し、産業の活
性化、競争力強化を実現する。

２．情報大航海プロジェクトの内容・目標

事業内容

－ 多種多様な大量の情報の中から必要な情報を的確に検索・解析するための技術（「次世代情報検索・解
析技術」）を開発するとともに、それらを用いた先進的な事業について実証することにより、技術の普及・展
開を目指す。

－ 合わせて、プライバシー、著作権を始めとする制度的課題について所要の手当てを行い、事業が自律的
に展開していくための環境を整備する。

目標

平成２０年度政府予算案：41.1億円（45.7億円）
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・行動履歴
・購買履歴
・嗜好情報等

自分のニーズ、状況にぴったりマッチ！
未知の自分らしさへの気づきを創出！

キーワードだけじゃなく直感や感性で
求める情報にダイレクトアクセス！

リッチかつ幅広いコンテンツと
多種多様なサービスをパーソナライズ！

共通技術基盤の構築

コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
基

盤

パーソナル情報機器の
次世代サービスを市場化

携帯

カーナビ

パソコン

情報家電

多様な価値観
ライフスタイル
を持つ個人

WEB情報

非WEB
リアル情報

情報爆発時代に
飽和する多種多様な
デジタル情報

成熟市場における
ニーズに応える

多種多様なサービス

＋

生活

医療 娯楽

教育 ﾋﾞｼﾞﾈｽ

収
集
・
解
析

連
携
・
統
合

知財流通
の仕組構築

著作権法
の改正

プライバシー
標準の国際化

制度・知財面での基盤整備

画像・
映像解析

自然言語
解析

データ
マイニング

時空間情報
解析

点在する優れた要素技術

プロファイル
情報

解析技術

サービス
連携技術

個人情報管理／匿名化技術

リッチコンテンツ
解析技術

新サービス市場の創出と拡大

多種多様な個人ニーズと最適なコンテンツ・
サービスが快適かつ安心安全にマッチングさ
れる価値コラボレーション型の新サービス市
場が様々な産業領域で大きく拡大する。

統合・基盤化

情報アクセス環境の進化

「①ＰＣ主体②ＷＥＢ情報中心、③キー
ワード検索」から

「①あらゆるパーソナル情報機器②様々
な生活情報やリッチコンテンツ③対話や
画像による感性検索」へ

個人情報の安全な有効活用

サービス企業が個別に保有する個人情
報を、個人がコントロールする仕組と個人
情報保護制度を整備することで、事業者
の壁を越えて個人情報が安全に活用

３．情報大航海プロジェクトが実現する次世代の情報アクセスサービス
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４．プロジェクトの流れ＜主要トピックス＞

1年目 2007年度
先端事業の実証
共通技術領域の選定
共通技術アーキテクチャ策定
制度課題の抽出

2年目 2008年度
実証事業を戦略的領域へ選択と集中共通
技術の開発
標準化の提案
制度改正に向けた取組

3年目 2009年度
実証事業の本格展開に向けた取組
共通技術のグローバル展開、オープン
化に向けた取組
標準化、制度改正の推進

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

▲
CEATEC出展

▲
シンポジウム

▲
情報大航海センター
開所（新橋）

▲
コラボレーション

プラットフォーム公開

実証実験

制度対策のとりまとめ

知財バンク（仮）計画策定

▲
共通技術公募

実証事業の構築実証事業の選定

国内・アジア・欧米調査実施

CP構築

制度／知財／技術／市場化
ワーキンググループによる
検討・要件定義

基盤共通技術設計・開発情報大航海プロジェクトまでの取り組み

2005年12月 ITによる「情報大航海時代」

の情報利用を考える研究会

（情報大航海研究会）

2006年 7月 情報大航海コンソーシアム

▲
連携施策群
シンポジウム
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【市場化】 Ｔｈｉｎｋ 森ＣＥＯ

【知財】 牧野弁護士

【制度】 牧野弁護士

【コラボレーションプラットフォーム】 早稲田大学 山名教授

【共通技術開発】 慶應大学 小川教授
－ 各モデルサービスで利用されている技術や、その他のものをリサーチし、共通技術と
して採択すべきものの選定基準と候補を提示

－ 共通技術開発のためのRFP（提案依頼書）策定および公募、開発管理の実施

－ 「共通技術」の共通性・再利用可能性を実証するため国内外の状況の調査
－ 「共通技術」の国際標準化方法を外部有識者や各種シンクタンクを活用し検討、立案

－ コラボレーションプラットフォーム（CP）仕様の検討、策定、構築および運用

－ 複数の企業等が参加するプロジェクトにおける知的財産管理の在り方と、「共通技
術」の普及（再利用）を促進するための仕組みを検討

－ モデルサービスの実現や共通技術の普及にたって障害となり得る制度的課題等の調査、
具体的解決方策の提言

プロジェクトマネージャー

５．「情報大航海プロジェクト」における体制について

開発実証企業

経済産業省

【ステアリングコミッティ】 東京大学 喜連川教授

委託 委託

参
加
・協
力
・貢
献

－ プロジェクト全体の進捗管理や統括を行う

（１０事業者）
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６．活動実績 連携会議やワーキンググループの開催

６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

ステアリングコミッティ 1 1 1 2 1 1
喜連川（東京大学）、小川（慶応大学）、山名（早稲田大
学）、長谷山（北海道大学）、牧野（牧野総合法律事務
所）、佐々木（FRI）等

開発実証企業連携会議 1 1 1 1 喜連川（東京大学）、各開発実証企業等

開発実証企業進捗会議・中
間報告会・最終報告会 1 1 1 1 1 小川（慶応大学）、喜連川（東京大学）、各開発実証企業等

共通技術会議※ 1 2 1 1
喜連川（東京大学）、山名（早稲田大学）、小川（慶応大
学）、長谷山（北海道大学）

共通技術検討ＴＦ※ 1 13 13 6 1
喜連川（東京大学）、長谷山（北海道大学）、相澤（東京大
学）、中川（東京大学）、武田（日本IBM）、伊藤（日本HP）、
佐々木（東京電機大学）、猪口（大阪大学）、相原（NII）等

技術開発総会 1 1 1 1
小川（慶応大学）、喜連川（東京大学）、山名（早稲田大
学）、長谷山（北海道大学）、各開発実証企業等

共通技術開発進捗会議 1 1
小川（慶応大学）、喜連川（東京大学）、山名（早稲田大
学）、長谷山（北海道大学）、各開発実証企業等

共通技術アーキテクチャＴＦ 1 2 2 2
長谷山（北海道大学）、各開発実証企業、各基盤共通技術
開発企業

ＣＰ ＣＰ検討会議 1 1 1 山名（早稲田大学）、喜連川（東京大学）等

知財 知財WG 4 3 2 2 1 1 1
牧野、世戸（牧野総合法律事務所）、城所（成蹊大学）、喜
連川（東京大学）、ＪＩＰＤＥＣ等

制度 制度WG 2 2 1 1 1
牧野、世戸（牧野総合法律事務所）、山崎（Field-R法律事
務所）、中村（茨城県立医療大学）、佐々木（フリージャーナ
リスト）、眞柄（東京商工リサーチ）等

市場 市場ＷＧ 2 4 5 1
森（シンク）、西田（CNETJapan)、御手洗(日本技芸）、大
隅（ライトスピード）

月次小計 0 2 21 21 20 18 8 10 2 2
※共通技術調達までの時限組織
※CPはコラボレーションプラットフォームの略 ※2月以降は予定

共通
技術

主要参加者（敬称略）会議体名
２００７年 ２００８年

全体
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７．2007年度実証事業について

Ｂ 新しい価値を生む次世代のWebサービス
画像や映像の検索、対話型検索、感性検索などにより、従来のテキストベースでは得られなかったコンテンツへの直感的なアクセスや未知のコ
ンテンツへのアクセスなどを開発することにより、コンテンツの新しい価値を見つけられる次世代のＷｅｂサービスを創出する。

Ｂ－１ ラダリング型検索（対話型検索） （沖電気工業、リクルート、京大、他）

Ｂ－２ サグールTV（インターネット動画検索） （チームラボ、東大、他）

Ｂ－３ Viewサーチ北海道（次世代画像検索） （沖電気工業、リクルート、京大、他）

Ｃ 新たな社会インフラのITサービス
リアルタイム情報を含めた各種情報の統合的な解析により、各種の社会インフラにおける企業のリスク対策、医療情報の活用による高度医療
サービスの提供など、ＩＴを高度に活用し、より安心・安全な社会を実現する。

Ｃ－１ 時空間情報マイニング（リアルタイム情報検索） （NTTデータ、トヨタITC、トヨタマップスター、デンソー、松下、他）

Ｃ－２ すこやかライフサポート（医療センサー） （国際医学情報センタ、慶大病院、PUCC、沖縄県金武町、東急スポーツオアシス、他）

Ｃ－３ 新総合安全運航支援システム（安全情報収集分析） （JAL、富士通、東大、FRI、他）

Ｃ－４ メガリサーチ（インタビュー型アンケート） （モバイルジャッジ、イートライ、イナゴ、他）

Ａ プライバシーに配慮した未来型サービス
ユーザのプロファイルや行動履歴などの情報をプライバシーに配慮して安全に収集・蓄積し、さまざまなサービスやコンテンツをマッチングして、
ユーザ個人の生活スタイルにあわせた商品・サービス・情報の提供を行う。

Ａ－１ マイライフアシスト（携帯による行動連鎖型検索） （NTTドコモ、NEC、東大、明大、角川クロスメディア、他）

Ａ－２ 交通系非接触ICカード（PASMOとセンサー情報の連携） （東京急行電鉄、東急カード、NII、NEC研究所、他）

Ａ－３ プロファイルサポート（ゲーム機を利用した行動履歴活用） （ブログウォッチャー、KDDI、ソニーCSL、大日本印刷、東工大、他）
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利用イメージ

サービスイメージ 標準API

（参考）実証事業の概要①：（株）ＮＴＴドコモ

「マイ・ライフ・アシストサービス」
日々の行動情報（位置情報、購買情報等）を安全に収集・蓄積し、それを活用することでネットワーク上の異なる企業等
の様々なサービスや情報を組み合わせて利用者に提供する行動連鎖型検索サービス

・・・・・・利用者１人ひとりに対して、それぞれのＴＰＯに最も合った情報・サービスを組み合わせて提供

行動連鎖型検索エンジン

コンテンツ・プロバイダ（ＣＰ）、
サービスプロバイダ（ＳＰ）が、
様々なサービスや情報を提供
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（参考）実証事業の概要②：（株）東京急行電鉄

「交通系非接触ＩＣカードを活用した連携型サービス - ＰＡＳＭＯでつくるサービスネットワーク - 」
利用が急速に広まっている交通系ICカード（PASMO）を用いて、ショッピングや食事などの現実世界でのサービスと、情報推
薦や検索などのネットの世界でのサービスとを連携させ、利用者にとって価値の高いサービスを提供

ＰＡＳＭＯを認証インフラに各種サービスを連携した連携型サービスを実現
・ＰＡＳＭＯによる「タッチ」操作を中心としたサービス
・行動情報にて「タッチ」操作の間を補いサービスの質・量を向上

ＰＡＳＭＯ

独自ID 独自ID 独自ID独自ID

各種履歴/
データ

サービスイメージ：ショッピングセンターにおいてユーザの趣味・嗜好・コンテキストに合った情報を提供

来店端末

ショッピングセンター入口レストラン

購買履歴

レジ

行動情報

ポイント

自治体

バス・電車乗降履歴

電車で来られたので、
区のエコポイントを２倍
差し上げます

いつものレストランは混雑
しています。新しい店を試
されませんか？

利用者メリット：
ＰＡＳＭＯの匿名性によりプライバシーを担保した上で情報
提供・推薦を受けられる

サービス提供者メリット：
利用者情報収集が容易で、かつ、ユーザニーズ把握精度が向上
→新サービス・商品開発、情報発信に反映し利用者満足度を向上

システムイメージ：ＰＡＳＭＯをインフラに行動情報も加えることで広範囲かつ多様なサービスを連携

連携型
サービス

サービス提供者 サービス提供者 サービス提供者

購買履歴 ポイント乗降履歴行動情報

連携基盤
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実 証 事 業

社会インフラのIT化による
新たなソーシャルサービス

実証事業１

８．共通技術のコンセプト

Ø本プロジェクトでは、広く技術の普及・展開を図り、イノベーションの創出メカニズムの確立を
目指すべく、汎用的・共通的な情報検索・解析技術を「共通技術」として開発。
Ø共通技術は、開発元と技術特性から以下の二つに分類し、総合的・一体的に開発を推進。

基盤共通技術

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・サービス共通技術

サービス共通技術

基盤共通技術

開発実証企業が開発するサービスに直結した実用技術であって、汎用性・共通性が高く、次世代
検索・解析技術として抽出・共通化されるべき技術

開発実証企業では開発しないが、将来の社会生活基盤において必要な技術であり、サービス共通
技術を補完する最先端の研究に基づく次世代検索・解析技術

共
通
技
術

プライバシーに配慮した
未来型パーソナルサービス

新たなコンテンツアクセス技術が
産み出す次世代Webサービス

サービス共通技術の選定

実証事業

サービス
共通技術

候補

サービス
共通技術

候補
・・・

実証事業１実証事業

サービス
共通技術

候補

サービス
共通技術

候補
・・・

実証事業１実証事業

サービス
共通技術

候補

サービス
共通技術

候補
・・・
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９．基盤共通技術設計・開発

個人情報管理層
ユーザーに適したサービスを提供
するために必要となる機微なプラ
イバシー情報を安全に管理・制御
し、利用することを実現する技術
群

プロファイル情報解析層
ユーザーの置かれた状況や行動パターン等からユーザーの特性を推定し、個々のユーザーに最適なサービスを提供
することを実現する技術群

データマイニング基盤技術 マイニング技術の検証用ﾃﾞｰﾀユーザー特性推定技術

コンテキストに柔軟に配慮
したレコメンデーション技術

センサ情報を統合した健康
に関するレコメンデーション

技術

データマイニングを応用した
リスクシミュレーション技術

大規模アンケート情報の
自動収集技術

リッチコンテンツ解析層
画像、映像、センサー情報などのマルチメディア情報を即時に処理し活用することを実現する技術群

映像の意味理解のための基盤技術 ロングテール部分からの情報抽出技術

ユーザ意図を推定する対話型検索技
術

映像からの行動情報収集技術 位置データ統合技術

：サービス共通技術 ：基盤共通技術

サービス連携層
ユーザビリティに配慮しながらユーザーの要求やニーズに応じて複数のサービスやコンテンツから適合する情報を収
集・表示する事を実現する技術群

各種ﾃﾞﾊﾞｲｽからの実時間情報収集閲覧容易な大量画像の可視化技術

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ﾌﾟﾘｻﾞｰﾋﾞﾝｸﾞ
ﾏｲﾆﾝｸﾞ技術

個人情報匿名化技術

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ情報の安全に配慮
した環境・行動情報の統合処

理技術

（サ
ー
ビ
ス
固
有
部
分
）

実証事業システム Web-API API
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１０．高度な技術・サービスの実現に係る制度課題

n 高度な技術・サービスを有するビジネスの推進には、多種多様なデータの流通が不可欠

n しかし現実はサービス実態や高度化に即さない、情報流通を阻害しかねない法制度が存在

n 特に「個人情報保護」と「著作権」の分野に大きな障害が存在

情報流通プラットフォーム

コンテンツ
プロバイダ

α

サービス
プロバイダ

β
・・・

l実証開発事業の多くが
「プラットフォーム」を指向

• NTTドコモ、NTTデータ、IMIC、
ブログウォッチャー、東急電鉄

l事業者同士の連携による
付加価値向上を目指す

•サービス連携による「おすすめ」の
精度向上

•マッシュアップやCGMを活用したリ
ソースの多様化

l情報流通による公共の福祉の
向上を目指す

•医療情報を活用した自治体サービ
ス向上

•治験などへの活用

ユーザ（個人）

【情報の「利用」が必要】 【実態と制度の不一致】

ブログ ＳＮＳ 外部サイト ・・・

情報の
流通・連携が
できない！

l情報の「流通・連携」を現行法
制度が想定していない

•個人情報保護法はユーザと事業
者の「相対」が前提

•流通・連携は自主規制しがち

l現実の運用実態との齟齬
•同意取得の複雑性・脆弱性
•著作権侵害時に権利者や運用者
の迅速な対応が困難

l プライバシーと個人情報の
整理・啓蒙が十分でない

•個人情報「利用」による意義や便
益の理解が不十分

•プライバシー意識の高まりの一方、
個人情報保護法は「事業者保護」
の観点が中心
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１１．世界的に検討が進む個人情報の活用

【個人情報／プライバシーに関する各国・国際団体の考え方】

事業者の利益

個人の利益

保護利用

米 国
（基本的には規制反対）

E  U
OECD
（8原則）

APEC
（Privacy Framework）

日 本
（個人情報保護法、
プライバシーマーク）

オーストラリア 8原則準拠

EU指令による
流通規則の制定

セーフハーバー
アグリーメントによる
「妥協」

• APEC ECSG議長国
• APEC内のコンセンサスを
重視

•一方でEUとの関係維持に
は保護姿勢を強化したい

• APEC ECSGに参加
•国際協調は様子見の状態
•クロスボーダー対応の必要性

カナダ

n 世界的に個人情報活用の検討が進んでいる（特にクロスボーダー対応）

n 制度化を進める動きだけでなく、デファクトを取る動きも盛ん（GoogleによるAPEC準拠の基準提案）
n 日本としてのポジションの確立や提言内容の明確化が急務

•レーガン政権以降、基本的
には「利用促進」を重視

•特定事業者によるデファクト
策定を防ぐためにも何らか
のルール化が必要との声も

出所： 情報大航海プロジェクト
制度検討タスクフォース資料
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１２．情報大航海プロジェクトが推進する個人情報の「利活用」

保 護利 用

n 「利用－保護」という二項対立的なパラダイムを越えた「利活用」を提言する

n 技術開発と制度改正を同時に推進し、あわせて国際標準化・国際協調を目指す

n これらの取組みを情報大航海プロジェクトが推進し、個人情報の「利活用」を推進するエンジンとな
る

【個人情報の「利活用」】
利用するために保護する／保護しながら利用する

従来の個人情報の考え方
（利用⇔保護の二項対立）

情報大航海プロジェクトが世界に発信・提言する
新たな個人情報の考え方

【技術開発】
• 個人情報プロトコルの開発
（仕様策定、標準化、実装）

• 個人情報匿名化技術の開発
• 実証事業を通じた高度化、等

【制度改正】
• 法制度の課題検討
• 省庁横断による法改正アク
ション・プランの策定、実施

• 国際協調の実現、等
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情報大航海ＰＪ

（参考）著作権法改正に向けた取り組み

2005年度 2006年度 2007年度

ＩＴによる「情報大航海時代」の
情報利用を考える研究会情報
大航海研究会

著作権、個人情報保護等、検
索エンジンに係る法的論点を
整理し、法令化等の施策検討
の必要性についてとりまとめ
た。

2005.12
情報大航海コンソーシアム

文化審議会著作権分科会 法制問題小委員会 デジタル対応ワーキ
ングチーム

▲

中間まとめ

検索エンジンが著作権侵害になる
おそれがあることを指摘

著作者の権利との調和と安定的な
制度運用に配慮しながら権利制限
を講ずることが適当

「著作権を考える各界連絡会」として
「著作権法改正要望書」提出

研究会の成果を「デジタル対応ワー
キングチーム」へ報告

実証事業

プロジェクトマネジメント

著作権に係る取り組み
「中間まとめ」を踏まえた実証事業
の対応方針
実証事業等から想定される更なる
著作権課題

2006.7

2008年度
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１ CEATEC JAPAN 2007の概要
・10月2日（火）～6日（土）に幕張メッセにて開催

２ 情報大航海プロジェクトの出展概要
（１）ブース展示（30小間）
・ステージと展示コーナーによる構成
・ブースは全体コンセプトとValue・Social・Personalで構成
・情報大航海プロジェクトから７団体、情報大航海コンソーシアム

から６団体出展

（２）キーノートスピーチ
10／3 10:00～11:00 慶應義塾大学 小川先生
『情報大航海が創るあなたに優しい新サービス

～次世代検索・解析技術を通じたビジネス／イノベーション環
境の創出～』

（３）プライベートセミナー
10／3 13:00～16:00 株式会社日本航空インターナショナル
『「情報大航海における安心･安全」フォーラム

～新たなSafety Managementへの挑戦～』
10／5 13:30～14:30 株式会社ブログウォッチャー
『メディアセミナー』

３ 集客
・会期5日間の総来場者数約２０，０００人（推計）
【主な来場者】

Ø尾身衆議院議員（元財務大臣）
Ø松田衆議院議員（元ＩＴ担当大臣）

１３．「CEATEC JAPAN ２００７」の概要

コンセプト

ステージ

展示コーナー

Value

Social

Personal
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ステージ ブース

キーノートスピーチ プライベートセミナー（ＪＡＬ）

（参考）「CEATEC JAPAN ２００７」の様子
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１４．「情報大航海時代」における経済・社会・文化のあり方に関する研究会

趣旨

加速度的に創出・蓄積される多種多様な情報を、より有効に活用すべき｢情報大航海時代｣において、新た
なイノベーションの創出と安心・安全な社会を実現し、そうした社会が持続発展的であり続けるために、障
害となりうる様々な問題や解決すべき課題について、経済・社会・文化の面から論点を洗い出し、諸外国の
動向等も踏まえながら、その対応策について検討を行うもの。

主たる検討課題

（１）現行法体系の諸課題と将来に向けての法制度のあり方
（２）イノベーションの創出とさらなる推進に向けての社会的基盤のあり方
（３）情報大航海時代を支え、推進していく人材（人財）像と、その仕組みのあり方
（４）さらなる安心・安全な社会の実現に向けて

メンバー

産業界・学識経験者等の有識者から構成（約２０名程度）

位置づけと進め方

•本研究会は、経済産業省 情報大航海プロジェクトにおける戦略アドバイザー機能を担うもの。
•第１回を昨年１２月２１日(金)開催。以降、概ね２ヶ月に１回程度の頻度で、研究会を開催する予定。
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（参考）研究会構成員名簿

「情報大航海時代」における経済・社会・文化のあり方に関する研究会 構成員名簿

秋草 直之 富士通株式会社 代表取締役会長
安藤 国威 ソニー生命保険株式会社 取締役会長
池上 徹彦 宇宙開発委員会 委員 兼 独立行政法人産業技術総合研究所 顧問
宇田 茂雄 日本アイ・ビー・エム株式会社取締役執行役員 テクニカル・リーダーシップ担当
片山 秀樹 株式会社電通 メディア・マーケティング局長
角川 歴彦 株式会社角川グループホールディングス代表取締役会長兼C.E.O.
喜連川 優 東京大学 生産技術研究所 教授戦略情報融合国際研究センター 所長 【座長】
桑原 常泰 東京急行電鉄株式会社 常務取締役
関本 好則 日本放送協会 放送総局特別主幹
田中 征治 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 常務執行役員
花澤 隆 日本電信電話株式会社 取締役 研究企画部門長
藤元 健太郎 ディー・フォー・ディー・アール株式会社 代表取締役社長
古川 一夫 株式会社日立製作所 代表執行役 執行役社長
宮田 加久子 明治学院大学 社会学部 教授
矢野 薫 日本電気株式会社 代表取締役 執行役員社長

（オブザーバー）
竹内 芳明 総務省 総合通信基盤局 電気通信技術システム課長
勝野 頼彦 文部科学省 研究振興局 情報課長
河野 憲裕 社団法人情報サービス産業協会 専務理事
牧野 二郎 牧野総合法律事務所 弁護士
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（参考） 第1回研究会の様子（平成１９年１２月２１日）

（上）喜連川優座長（東京大学生産技術研究所教授）

（下）ＮＴＴドコモによるデモンストレーション


